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広報さやま 2020.4月号　　■市役所☎04-2953-1111(代表） 04-2954-6262　開庁時間 平日の8時30分～17時15分

歳　出歳　入歳　入

令和2年度 一般会計当初予算の概要

国庫支出金(14.7%)国庫支出金(14.7%)
71億 757万 6千円71億757万 6千円

市債(7.6%)市債(7.6%)
36億 7,120万円36億7,120万円

繰入金(6.0%)繰入金(6.0%)
29億 1,166万 7千円29億1,166万 7千円

県支出金(6.7%)県支出金(6.7%)
32億 2,985万 6千円32億2,985万 6千円

地方交付税(4.1%)地方交付税(4.1%)
19億 7,156万円19億7,156万円

地方消費税交付金地方消費税交付金(7.4%)(7.4%)
35億円5,200万円35億円5,200万円

市税市税 (44.5%)(44.5%)
214億 4,731万8千円214億4,731万8千円

その他(2.7%)その他(2.7%)
12億5,765万 8千円12億5,765万 8千円

使用料及び手数料使用料及び手数料(1.8%)(1.8%)
8億 6,116万 7千円8億6,116万 7千円

教育費(10.4%)教育費(10.4%)
49億 9,348万 4千円49億9,348万 4千円

土木費(11.4%)土木費(11.4%)
54億 9,194万 7千円54億9,194万 7千円

衛生費(7.4%)衛生費(7.4%)
35億 7,195万円35億7,195万円

公債費(8.3% )公債費(8.3% )
39億 9,715万 6千円39億9,715万 6千円

消防費(4.5% )消防費(4.5% )
21億 7,757万 9千円21億7,757万 9千円

その他(3.7%)その他(3.7%)
17億 7,840万 9千円17億7,840万 9千円

民生費(42.9%)民生費(42.9%)
206億 7,791万 7千円206億 7,791万 7千円

総務費(11.4%)総務費(11.4%)
55億 1,355万 8千円55億1,355万 8千円

総額482億200万円総額482億200万円
　市の基本的な仕事をするための一般会計予
算額は482億200万円となり、前年度に比べ、
15億6千400万円（3.4％）の増となりました。

　歳入の約半分を占める市税は、米中貿易摩擦等の影響に
よる世界的な景気減速や、法人市民税の税制改正による減
収を見込む一方、固定資産税は、新築家屋分などの増収を見
込みましたが、市税全体では減額となりました。また、入曽
駅周辺や都市計画道路の整備などに要する費用の増額に伴
い国庫支出金、繰入金および市債も増額となりました。

　歳出の約４割を占める民生費は、社会保障関係経費
の伸びなどにより増額となりました。また、総務費は、
オリンピック等に係る事業費が増額となったものの、
入曽地区地域交流施設（仮称）整備事業の完了などによ
り減額となり、土木費は、入曽駅周辺や都市計画道路の
整備事業などの進捗にあわせて増額となりました。

問合せ　財政課へ内線7112

諸収入(2.0%)諸収入(2.0%)
9億 4,599万 8千円9億4,599万 8千円

※令和2年1月1日現在の人口150,719人を基準に算出

総務費　36,582円
●市の総括的な運営・管理
●広報、税務、戸籍事務など

教育費  33,131円
●小中学校・公民館・図書館・体
　育施設・学校給食センターな
　どの管理運営・改修など

衛生費　23,699円
●健康増進
●ごみの収集・処理など

土木費　36,438円
●道路・橋りょう・公園・市営住
　宅の修繕・維持管理など

公債費　26,521円
●銀行などからの借入金に対
　する返済金

消防費　14,448円
●消防・防災など

その他　11,800円
●市議会の運営、商工業の振興、
　農業・茶業の振興、観光の振
　興、予備費など

　令和2年度の一般会計、特別会計の当初予
算と元年度下半期の予算執行状況、財産や
基金の状況を公表します。

狭山市の予算と財政状況を公表します

日程 5月1日㈮～7月31日㈮
場所 市役所1階情報公開コーナー、
　　 地区センター、図書館

ホームページでも
ご覧いただけます

民生費　137,195円
●児童・高齢者・障害者などの
　福祉・医療の充実
●保育所の運営・整備など

1年間で…約32万円

国有提供施設等所在市町村助成交付金等国有提供施設等所在市町村助成交付金等
(1.3%) 6億 4,600万円(1.3%) 6億 4,600万円
繰越金(1.2%) 6億円繰越金(1.2%) 6億円

狭山市役所　財政 で検索

市民1人当たりに
使われるお金

〈狭山市若い世代の住宅取得支援補助金〉〈狭山市若い世代の住宅取得支援補助金〉

 ４０歳未満の方の新築住宅取得を応援します！ ４０歳未満の方の新築住宅取得を応援します！
　これからの狭山市の担い手となる若い世代の転入や定住を目的として、市内　これからの狭山市の担い手となる若い世代の転入や定住を目的として、市内
で住宅を新築、または新築住宅を購入した方に対して、住宅取得費用の一部をで住宅を新築、または新築住宅を購入した方に対して、住宅取得費用の一部を
補助する制度が、令和２年４月からスタートしました。補助する制度が、令和２年４月からスタートしました。
　市内で住宅の購入を検討している方はぜひご利用ください。　市内で住宅の購入を検討している方はぜひご利用ください。

補助額

15万円
※次に当てはまる場合、上記の金額に加算します
　①　 18歳未満の子（出産予定の子を含む）を3人以上養育している場合3人目以降ひとり

につき5万円を加算
　②　市内事業者と契約した場合、5万円を加算

対象となる方

市内で住宅を新築又は新築住宅の購入をした世帯（単身世帯を除く）で、次のすべてに該当
する方
①　 申請者か配偶者のいずれかの年齢が40歳未満で、補助対象住宅に今後5年以上居住し、

自治会に加入する意思がある
②　本市の住民基本台帳に記録されている
③　世帯員に市税等の滞納がない

対象となる住宅
①　補助対象者が自ら居住する住宅であること
②　令和２年4月1日以降に所有権の保存または移転の登記がされている住宅であること
③　新築住宅にかかる固定資産税の減額対象期間内の住宅であること

申請方法
申請書（ホームページからダウンロード。政策企画課総合戦略推進室にも備え付け）と必要
書類を併せて同室へ（郵送可）　※申請書類を確認後、交付の可否を通知します

狭山市親元同居・近居支援補助金もご利用ください狭山市親元同居・近居支援補助金もご利用ください

　市内にお住まいの「親世帯」と同居または近居するために、市外から転入す
る「子世帯」に対して、住宅の新築や取得、増改築に係る費用の一部を引き続き
補助します。ぜひ、市外にお住まいのお子さんに、この制度をご紹介ください。
なお、上記制度との併用はできません。

補助額
新築または購入・・・40万円
増改築・・・工事費の20%で上限30万円

加算額
① 18歳未満の子（出産予定の子を含む）を
3人以上養育している場合3人目以降ひと
りにつき10万円を加算
②市内事業者と契約した場合10万円を加算 問合せ 政策企画課総合戦略推進室へ内線7151 補助金についての

詳細はこちら

特集：令和２年度市長施政方針・予算

補助金についての
詳細はこちら

補
助
額

基礎額
15万円

3人目以降の
子どもひとりにつき

5万円
市 内 事 業 者
と の 契 約

5万円

【例：夫婦＋子ども３人の世帯で市内事業者との契約の場合】 

▲

 25万円


